
第２部　会計監査の実務－チェックリスト等
１　チェックリストの活用方法について
　このチェックリストは、会計監査人非設置会社の監査役が会計監査を行うためのツールとして作成されたものである。活用にあたっては、以下の点に留意いただきたい。
（１）基本的な考え方
このチェックリストの基本的な考え方は、次のとおりである。
①　監査の方法として、「リスク・アプローチ」という考え方を採用している。「リスク」は、様々に定義されるが、ここでは、監査役が、計算関係書類（11頁参照、また計算書類と財務諸表について97頁参照）の重要な虚偽表示を看過して、誤った監査報告書を作成する可能性を意味している。本来であれば、十分な時間と人手をかけて会計監査を行うべきであるが、中小規模会社の監査役の場合は、現実的に多くの制約がある。そこで、自社にとってのリスクを識別し、重点的な監査を行うことが必要になる。例えば、
・　特定の業界で不適切な会計事例があった場合、関連する取引は重点的に監査する。
・　前期との残高比較をした結果、著しい変動があった勘定科目は重点的に監査する。
・　会社の事業内容や経営環境から自社のリスクを常に意識する。また、自社にとってリスクの高い勘定科目を識別する。
などである。
　また、リスクの識別に際しては、特に会計不正の兆候の有無に留意すべきである。
　さらに、中小規模会社であっても、取締役の善管注意義務の一環としての法令等遵守体制（コンプライアンス体制）とリスク管理体制の整備は当然に求められる。これらは企業統治体制（コーポレート・ガバナンス）にとって重要な内部統制システムの基本的な要素をなすものであり、監査役は、内部統制システム整備の観点からも自社のリスクの識別と重点的な監査に努めることが肝要となる。
なお、監査役を取り巻く監査環境は各社各様であるので、各社固有のリスク分野に関しては、必要に応じてチェック項目を追加して活用いただきたい。
②　上場会社の子会社や、株式公開（IPO、102頁参照）を目指す会社を意識し、金融商品取引法、減損会計、繰延税金資産（59頁参照）といった見積り（87頁参照）項目、海外往査（82頁「事業所往査」参照）、企業集団の監査といった、中小規模会社には該当のない項目もチェックリストには記載している。これらの項目には、「★」印を付してあるので、上記以外の会社の場合は、適宜削除して利用いただきたい。
③　会計監査は、計算関係書類の監査が中心となるが、必ずしも期末に行う手続のみではない。常日頃から、例えば、取締役会出席時に会計に関する情報を収集したり、経理部門の組織を観察するなどして、計算関係書類が適正に作成される体制が整備されているかに留意する必要がある。チェックリストでは、この視点から、就任時、期初、期中、期末、随時という時系列に項目を記載している。
　　また、貸借対照表（55頁以降参照）、損益計算書（69頁以降参照）、販売費及び一般管理費（73頁以降参照）については、勘定科目別に監査の留意点を記載しているので、参考にしていただきたい。
（２）チェック欄
チェック欄は、「手続省略」、「問題なし」及び「指摘事項あり」の３つに区分している。
①「手続省略」
監査役は、必ずしも、このチェックリストの全項目を実施する必要はない。リスク・アプローチの視点から計算書類の重要な虚偽表示のリスクを考えることにより、効率的な会計監査が可能となる。
なお、いくつかの項目については、手続省略欄に「必須」と記載しているが、これは、どの会社においても当然実施されるべきであろう重要な項目を意味している。必須項目については、すべて実施できるよう、監査計画（77頁参照）策定時に留意いただきたい。
②「問題なし」
会計監査の結果、問題のなかった場合は、この欄にチェックを付していただきたい。
なお、問題がなかったと判断した根拠資料については、監査調書（79頁参照）として整理・保存しておく必要がある。
③「指摘事項あり」
この項目にチェックが付される場合は、別途、監査調書に内容を記載し、経営執行部門に指摘事項を伝え、適時改善状況を確認する必要がある。監査の初期段階における指摘事項は、期末までに解消されることが望ましく、期末に検出された指摘事項については、その重要性を勘案して、計算関係書類が会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示していることの妨げとならないよう、対応する必要がある。
なお、監査役の指摘事項が是正されなかった結果、計算関係書類が適正という心証を得られなかった場合は監査意見に影響を与えるが、そこまでに至らない場合は別途改善指摘事項を経営執行部門に文書で伝えるのが望ましい。
（３）実施時期
チェックリスト項目の実施時期については、新たに監査役に就任したときに実施する「就任時」のほか、毎事業年度に実施する「期初」、「期中」、「期末」、「随時」に分類した。３月決算の場合は、概ね＜図表２－１＞の実施時期を想定している。
なお、実務上、監査計画については、大きく分けて監査期間である事業年度を基準とする場合（事業年度基準、４月から翌６月迄の15ヶ月間）と監査役が選任される定時株主総会を基準とする場合（株主総会基準、７月から翌６月迄の１年間）とがあり、時期を指す名称についても違いがあるので、自社の監査計画に対応させて利用いただきたい。

＜図表２－１＞　３月決算会社の場合の年間監査プロセス
	
	事業年度基準
	株主総会基準

	Ｎ事業年度
	実施時期
	実施時期

	４月１日（期首）
	・期末の監査プロセス
・期初の監査プロセス（注１）
・期中の監査プロセス（注２）
・定時株主総会
	・期中の監査プロセス
・期末の監査プロセス
・定時株主総会

	５月
	
	

	６月
	
	

	７月
	・期中の監査プロセス（注２）

	・期初の監査プロセス（注１）
・期中の監査プロセス（注２）

	８月
	
	

	９月
	
	・期中の監査プロセス（注２）


	10月
	
	

	11月
	
	

	12月
	
	

	１月
	
	

	２月
	
	

	３月31日（期末）
	
	

	Ｎ＋１事業年度
	
	

	４月１日（期首）
	・期末の監査プロセス（注３）
・期中の監査プロセス
・期初の監査プロセス
・定時株主総会
	・期中の監査プロセス（注２）
・期末の監査プロセス（注３）
・定時株主総会

	５月
	
	

	６月
	
	


　（注１）「（２）期初の監査」（43頁）参照。
　（注２）「（３）期中の監査」（44～46頁）参照。
　（注３）「（４）期末の監査」（47～53頁）参照。
（４）留意事項

期末の監査に際して、特に財務経理経験者の社内監査役の場合は、自ら業務執行することのないよう留意いただきたい。
（５）経営執行部門への開示について
このチェックリストは、監査役自らが利用することを想定しているが、経営執行部門に開示しないという性格のものではない。むしろ、監査計画、取締役の報告義務等、会社経営における監査業務への理解、監査の立ち位置を役員間で共有するため、取締役にチェックリスト作成に参画させることも効果的と考えられる。
（６）各実施時期の会計監査のポイント
　各実施時期の会計監査のポイントは、次のとおりである。
	実施時期
	会計監査のポイント

	就任時
	・　前任監査役からの引継ぎ
・　過去の開示書類の通読
・　会計方針等の確認

	期　初
	・　監査方針、及びリスクを勘案した監査計画の策定

	期　中
	・　計算書類が適正に作成される体制が整備されていることの確認
・　日常の記帳、会計処理等の状況の確認

	期　末
	・　監査調書の整理等による十分な事前準備
・　計算関係書類の草案通読
・　分析的手続（85頁参照）の実施による重点項目の絞込み
・　経営者からのヒアリング
・　剰余金の分配可能額（94頁参照）の確認

	随　時
	・　取締役、使用人（担当者）等との十分な意思疎通


２　チェックリスト
（１）就任時の留意事項
	
	項　　　　　目
	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	会社の現況の理解
	
	
	

	１
	会計監査に関連する、自社の規程等を把握しておく（定款、権限規程、監査役規程、経理規程、マニュアル・要領など）。
	必須
	
	

	２
	招集通知（94頁参照）を少なくとも過去３年間、通読する（該当があれば決算短信、有価証券報告書等の開示書類も同様）。
	必須
	
	

	３
	会計方針（33頁参照）を把握する。
	必須
	
	

	４
	前任監査役との引継ぎ、監査調書（79頁参照）の通読、経営者、経理部門、内部監査部門からのヒアリングなどにより、課題を把握する。
	必須
	
	

	５
	計算関係書類を作成する体制（組織、人員、決算（91頁参照）、日程等）の概要を把握する。

	必須
	
	

	知識の習得
	
	
	

	６
	自らの、会社法（93頁参照）、会社計算規則（93頁参照）等の法令、監査役監査基準（80頁参照）等の理解度等を勘案して、自己研鑽に努める。
	必須
	
	


（２）期初の監査
	
	項　　　　　目
	チェック欄

	
	
	手続省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	監査役（会）の監査計画（77頁参照）
	
	
	

	１
	監査役（会）は、内部統制システム（101頁「内部統制」参照）の構築・運用の状況にも留意のうえ、重要性、適時性その他必要な要素を考慮して監査方針（79頁参照）を立て、監査対象、監査の方法及び実施時期を適切に選定し、監査計画を作成する。この場合、会社の経営方針・経営計画・事業リスクに留意し、監査上の重要課題については、重点監査項目として設定するものとする。
	必須
	
	

	２
	監査役（会）は、効率的な監査を実施するため、適宜、内部監査部門等と協議又は意見交換を行い、監査計画を作成する。
	
	
	

	３
	監査役（会）（93頁参照）は、組織的かつ効率的に監査を実施するため、監査業務の分担を定める。
	
	
	

	４
	監査役（会）は、監査方針及び監査計画を代表取締役（もしくは取締役会）に説明する。
	必須
	
	


（３）期中の監査

	
	項　　　　　目
	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	経営者ディスカッションもしくはヒアリング
	
	
	

	１
	財務報告に係る内部統制（内部統制関連の用語につき99頁以降参照）の整備状況について経営者とディスカッションもしくはヒアリングを行う。

	
	
	

	決算報告に係る全社的観点からの内部統制の状況の監視
	
	
	

	２
	計算書類及び連結計算書類（97頁参照）の作成手続（日程、分担、帳簿体系等）について経営執行部門より説明を受ける。
	必須
	
	

	３
	財務報告の適正性に係る内部統制が有効に整備、運用されているかを監視する。例えば、
・　経理規程、基準、マニュアル等が存在し、かつ会計処理はそれらに従っているか。
・　決算業務や連結パッケージに関して、責任者の承認・決裁手続が整備されているか。
・　決算業務に関して適切な職務分掌が行われているか（日程表・分担表）。
・　経理部門には、適切な会計知識や経験を有するものが配属されているか。
・　経理部門の人数は、その業務量に対し適切であるか（過度の残業等の事実はなく月次処理所要日数や決算処理所要日数は所定内か）。
・　見積り（87頁参照）項目といった判断を含む会計処理に関して、客観的な算定方針が明確化されているか。　等
	□
	
	


	
	
項　　　　　目

	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり


	★財務報告の適正性に係る業務記述書、フローチャート、RCM（リスク・コントロール・マトリックス）の整備・運用・評価状況の調査
（99頁「３点セット」参照）
	
	
	

	４
	金融商品取引法の内部統制報告制度（101頁参照）の適用を受ける場合は、例えば以下のプロセスごとにいわゆる３点セットが整備・運用され、会社自ら評価を実施している。これらの書類を閲覧し、経営執行部門より説明を受ける（内部統制報告制度の適用を受けない場合は業務記述書を対象とする）。
・　四半期、期末決算プロセス
・　月次決算プロセス
・　資金管理プロセス
・　手形管理プロセス
・　販売プロセス
・　在庫管理プロセス
・　原価管理プロセス
・　購買プロセス
・　固定資産管理プロセス
・　給与プロセス
	
	
	

	財務報告に係るＩＴの整備状況
	
	
	

	
	・　財務報告に係るITについて戦略や計画が定められているか。
・　監査役監査に必要な資料が、関連システムから適切に
出力され保存されているか。
・　次の事項は適切に整備、運用が行われているか。
　　　システムの開発、保守
　　　アクセス権限管理
　　　バックアップや障害時の対応等の運用、管理
　　　外部委託契約の管理
・　業務システムのデータと会計システムデータの一致を
確認（84頁参照）しているか。
・　スプレッドシートが適切に管理されているか。
	
	
	

	仕訳伝票の適切性
	
	
	

	６
	仕訳伝票は証憑に基づいて会計処理され、適切に保存されているか。（85頁「証憑突合」参照）
	必須
	
	

	
	項　　　　　目

	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	指摘事項の改善状況の監視
	
	
	

	７
	過去の外部監査（81頁参照）、内部監査（81頁参照）や税務調査（103頁参照）指摘事項が適切に改善されていることを確認する。
	必須
	
	

	業務監査における会計監査に係る留意点
	
	
	

	８
	取締役会などの重要会議に出席して、会計に関する情報を収集しその内容等を確認する。
（特に債務保証（91頁参照）や特別損益に関連する項目に留意する。以下同様。）
	必須
	
	

	９
	稟議書や経営会議資料等などの重要書類を閲覧して、会計に関する情報を収集しその内容等を確認する。
	必須
	
	

	10
	事業所を保有する会社は事業所往査（82頁参照）に際し、会計に関する情報を収集しその内容等を確認する。
	必須
	
	

	11
	★海外往査（調査）に際しては、以下の点に留意する。
・　海外事業会社に対する監査役監査の位置付けを明確にしておく。特に合弁会社の場合は協力体制を取り付けておく。
・　往査前に日程・目的・訪問先・面談希望相手・質問事項などを確定し、できるだけ関連資料などを事前に受領し、検討しておく。
・　現地の監査人の監査報告書、マネジメントレター等を事前に入手し、検討しておく。
・　必要に応じて現地の監査人と意見交換する。
・　内部監査報告書を事前に入手し、検討しておく。
・　海外における特有の経営環境・経営課題・リスク状況などを事前に検討しておく。
・　経理担当者の経歴を事前に調査し、ローテーションが全く行われていない場合は特に注意する。
	
	
	

	12
	月次管理資料を通査し、会計に関する情報を収集する。
	必須
	
	


（４）期末の監査
①　事前準備等
	
	項　　　　　目
	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	期末監査の準備
	
	
	

	１
	会社法、同施行規則、同計算規則（以上93頁参照）、金融商品取引法関係法令、税法、企業会計原則（88頁参照）、証券取引所規則関係、日本公認会計士協会の監査基準等の改正状況について、日本監査役協会（80頁参照）、日本公認会計士協会又は証券取引所等から提供される情報の入手、講習会出席、自社の経理部門からの説明聴取等により、当期決算に適用すべき法令、会計基準等について確認する。
	必須
	
	

	２
	監査役監査の日程、監査事項、方法、分担を協議する。
	必須
	
	

	３
	特定監査役（96頁参照）が合意すべき次の通知期限（34頁参照）について審議する。
・　特定監査役が特定取締役（96頁参照）との間で合意する「事業報告及びその附属明細書に係る監査役（会）監査報告の内容を特定取締役に対し通知すべき日」
・　特定監査役が特定取締役との間で合意する「計算関係書類に係る監査役（会）監査報告の内容を特定取締役に対し通知すべき日」
	
	
	

	４
	期末日以降の監査役会開催日程が未定の場合は、「株主総会終了後の監査役会」までの開催日程を定める。
	
	
	

	５
	株主総会関係日程、決算関係日程を入手し、法令・定款に適合していることを確認する。
	必須
	
	

	６
	期末までの監査調書（79頁参照）を整理し、未解決の課題について改善状況を関係部門から聴取する。

	必須
	
	

	経営者ディスカッションもしくはヒアリング
	
	
	

	７
	計算関係書類について経営者とディスカッションもしくはヒアリングを行う。
	必須
	
	


②　計算書類・附属明細書監査
	
	項　　　　　目

	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	計算関係書類の監査・・・総括事項（30頁参照）
	
	
	

	８
	重要な会計方針（33頁参照）が期間を通して継続して採用されていることを確認する。期中で会計方針が変更された場合は、その理由、変更の妥当性、変更の影響額を把握する。
	必須
	
	

	９
	当期の決算方針等について経営執行部門から説明を受ける。特に、関係会社（87頁参照）の範囲、資産の評価と処分、各種の引当金（92頁参照）等について理解する。
	必須
	
	

	10
	計算関係書類を特定取締役（96頁参照）から受領する。
	必須
	
	

	11
	取締役及び使用人（担当者）等に対し計算関係書類に係る重要事項について説明を求め確認を行う。
	必須
	
	

	12
	稟議書や経営会議資料等を通査して、会計処理に関する事項が適正に処理されていることを確認する。

	必須
	
	

	会計方針等の監査（33頁参照）
	
	
	

	13
	監査役は、会計方針等が、会社財産の状況、計算関係書類に及ぼす影響、適用すべき会計基準及び公正な会計慣行等に照らして適正であるかについて検証する。また、必要があると認めたときは、取締役に対し助言又は勧告をしなければならない。 
	必須
	
	

	14
	会社が会計方針等を変更する場合には、監査役(会)は、あらかじめ変更の理由及びその影響について報告するよう取締役に求め、その相当性について判断しなければならない。

	
	
	

	計算関係書類に係る分析的手続（85頁参照）
	
	
	

	15
	前期との比較計算書類を作成もしくは経営執行部門より入手し、増減要因が監査役の立場から合理的であることを確認する。
	必須
	
	

	16
	債権回転期間等の経営分析（85頁参照）を行い、その値及び増減要因が合理的であることを確認する。
	必須
	
	


	
	
項　　　　　目

	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	計算関係書類の表示の監査
	
	
	

	17
	法令の改正点や新たな会計事象が計算関係書類に適切に反映されていることを確認する。
	必須
	
	

	18
	計算関係書類の記載事項のうち前期に関するものについて、前期の計算関係書類の記載事項と一致していることを確かめる。
	必須
	
	

	19
	各項目の記載内容について、明らかな誤り、計算ミス等の誤謬もしくは異常項目の有無を検討する。
	必須
	
	

	20
	計算関係書類の草案検討の結果、訂正又は加除すべき事項がある場合には、正しく訂正又は加除されていることを確かめる。
	必須
	
	

	21
	株主総会招集通知（94頁参照）に添付される事業報告（93頁参照）の記載内容と計算関係書類に重要な不一致、矛盾がないか確かめる。
	必須
	
	

	22
	提出用の計算関係書類を草案と照合し、一致していることを確かめる。
	必須
	
	

	23
	株主総会招集通知に添付される計算関係書類が正本と一致していることを確かめる。
	必須
	
	

	全般事項
	
	
	

	24
	決算ファイルに一連の帳票が整然と保存されていることを確認する。
	必須
	
	

	25
	責任者の承認を得た決算に係る日程表、分担表が作成されていることを確認する。
	必須
	
	

	26
	会計システム（23頁参照）自体の整合性（例えば総勘定元帳と補助簿の一致）確認が経営執行部門によって行われていることを確認する。
	必須
	
	

	27
	会計システムと業務システム間の整合性確認（84頁参照）が経営執行部門によって行われていることを確認する。
	必須
	
	

	28
	仮払金、仮受金、立替金、建設仮勘定等の仮勘定（62頁、87頁参照）について、内容が精査されていることを確認する。
	必須
	
	


	

	項　　　　　目

	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	貸借対照表の監査（30頁参照）
	
	
	

	
	資産の実在性に係る項目
	
	
	

	29
	現金（56頁参照）、手持ちの小切手、手形(含む電子記録債権) （84頁「確認」参照）、有価証券（57頁参照）の実査（83頁参照）結果を確認する（監査役自ら実施する場合と経営執行部門が実施している資料を入手する場合が想定される。以下同様）。
	必須
	
	

	30
	預金（56頁参照）、借入金（64頁参照）、預け有価証券、取立手形、デリバティブ取引に係る残高証明書の照合結果を確認する。
	必須
	
	

	31
	売掛金（57頁参照）、受取手形（56頁参照）、貸付金（59頁参照）、出資金等の残高確認（84頁「確認」参照）結果を確認する。
	必須
	
	

	32
	棚卸資産（58頁参照）の実地棚卸（83頁「棚卸立会」参照）結果を確認する。
	必須
	
	

	33
	棚卸資産の実地棚卸に立ち会う。
	必須
	
	

	34
	外部預けの棚卸資産について、残高証明書や預かり証の照合結果を確認する。
	必須
	
	

	35
	固定資産の現物照合結果を確認する。
	必須
	
	

	
	評価の妥当性に係る項目
	
	
	

	36
	受取手形、売掛金、貸付金等の債権残高の異常な増減の有無及び回収可能性を確認（84頁「確認」参照）する。
	必須
	
	

	37
	貸倒引当金（60頁、92頁参照）に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、計算シートが方針どおりに作成されていることを確認する。
	必須
	
	

	38
	棚卸資産の評価に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、計算シートが方針どおりに作成されていることを確認する。特に、評価減の要否、不良在庫・過剰在庫に留意する。
	必須
	
	

	39
	★リース会計（61頁、92頁参照）に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、方針どおりに会計処理されていることを確認する。
	
	
	


	
	項　　　　　目
	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	40
	★固定資産の減損に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、計算シートが方針どおりに作成されていることを確認する。特に、遊休資産の有無に留意する。
	
	
	

	41
	★有価証券（57頁参照）、子会社株式等の減損に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、計算シートが方針どおりに作成されていることを確認する。
	
	
	

	42
	★繰延税金資産（59頁、88頁参照）に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、計算シートが方針どおりに作成されていることを確認する。
	
	
	

	
	負債の網羅性に係る項目
	
	
	

	43
	買掛金（64頁参照）、未払金、未払費用（65頁参照）に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、方針どおりに会計処理されていることを確認する。
	必須
	
	

	44
	退職給付引当金、役員退職慰労引当金（67頁、73頁、92頁参照）に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、計算シートが方針どおりに作成されていることを確認する。
	必須
	
	

	45
	★資産除去債務に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、計算シートが方針どおりに作成されていることを確認する。
	
	
	

	46
	税務申告書の草案を入手し、経営執行部門に以下の点を確認する。
・　法人税、住民税及び事業税（72頁参照）と未払法人税等（65頁参照）との整合性
・　使途秘匿金、使途不明金の有無
・　通常と異なる加算・減算項目の有無、近年の税務調査（103頁参照）での指摘事項の有無と改善状況
・　（該当がある場合は）移転価格税制に係るリスク・マネジメント（103頁参照）
	必須
	
	

	47
	（該当がある場合は）弁護士に対する確認状の結果を検証する。
	
	
	


	

	項　　　　　目

	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	損益計算書の監査（31頁参照）
	
	
	

	
	期間帰属に係る項目
	
	
	

	48
	勘定科目ごとの月次推移表を入手し、次の点を確認する。
・　決算修正前の月次損益計算書の単純累計と期末損益計算書の金額との相違点
・　特定の事業部門・顧客・商品について、売上高の急な増減の有無
・　期末近くに計上された売上高・収益等の期間帰属の適正性
・　期末の費用の計上漏れ、経費の先送りの有無、請求書の未計上など
	必須
	
	

	49
	売上（70頁参照）計上に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、方針どおりに会計処理されていることを確認する。
	必須
	
	

	50
	仕入計上に係る会計処理方針を入手し、その妥当性を検証するとともに、方針どおりに会計処理されていることを確認する。
	必須
	
	

	51
	営業損益、営業外損益、特別損益の内容を確認する。
	必須
	
	

	52
	法人税、住民税、及び事業税（72頁参照）、法人税等調整額（72頁参照）の内容を確認する。

	必須
	
	

	株主資本等変動計算書の監査（31頁参照）
	
	
	

	53
	各項目の「当期首残高」と、前事業年度の株主資本等変動計算書の「当期末残高」との一致、各項目の「当期末残高」と貸借対照表の表示金額との一致、「当期純損益」と損益計算書の表示金額との一致を確認する。
	必須
	
	

	54
	変動事由の表示の適正性を確認する。
	必須
	
	


	
	
項　　　　　目

	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	個別注記表の監査（31頁、97頁参照）
	
	
	

	55
	記載項目は機関設計に即した内容となっているか。特に公開会社（93頁参照）に該当するか否か留意する。
	必須
	
	

	56
	重要な会計方針に係る事項に関する注記は、すでに報告を受けている内容と合致しているか。
	必須
	
	

	57
	会計方針の変更（33頁参照）に関する注記は、すでに報告を受けている内容と合致しているか。また変更の理由、変更の影響額の記載等は適正か。
	
	
	

	58
	表示方法の変更に関する注記は、すでに報告を受けている内容と合致しているか。また変更の理由、変更の影響額の記載等は適正か。
	
	
	

	59
	誤謬の訂正に関する注記は、すでに報告を受けている内容と合致しているか。
	
	
	

	60
	偶発事象（33頁参照）、後発事象（33頁参照）、保証債務、担保設定などの注記事項は、取締役会議事録や稟議書で確認した内容と整合しているか。
	
	
	

	61
	関係会社（87頁参照）との取引に関する注記に異常な項目はないか。
	
	
	

	附属明細書の監査（31頁参照）
	
	
	

	62
	計算書類と附属明細書の整合性を確認する。
	必須
	
	

	63
	販売費及び一般管理費（73頁参照）の中で、無償の利益供与（103頁参照）に関係する勘定科目（寄付金（74頁参照）、交際費（73頁参照）、図書費等）については必要に応じて内容を確認する。
	
	
	


③　剰余金の配当等についての監査
	64
	経営執行部門から分配可能額の算定（94頁参照）に係る資料を入手し、計算の適法性を確認する。
	必須
	
	

	65
	配当の実施及び配当予定額が会社財産の状況等に照らして著しく不当でないことを確認する。
	必須
	
	


（５）随時の留意事項

	
	項　　　　　目
	チェック欄

	
	
	手続
省略
	問題
なし
	指摘
事項
あり

	監査環境
	
	
	

	１
	監査役は、平素より会社及び子会社の取締役及び使用人（担当者）等との意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めなければならない。

	必須
	
	

	監査計画（77頁参照）
	
	
	

	２
	監査役（会）の監査方針（79頁参照）及び監査計画は、必要に応じ適宜修正する。

	
	
	

	★企業集団における監査
	
	
	

	３
	監査役は、取締役及び使用人（担当者）等から、子会社等の管理の状況について報告又は説明を受け、関係資料を閲覧する。 
	
	
	

	４
	監査役は、その職務の執行にあたり、親会社及び子会社等の監査役、内部監査部門等及び会計監査人等と積極的に意思疎通及び情報の交換を図るよう努めなければならない。
	
	
	

	５
	監査役は、取締役の職務の執行を監査するため必要があるときは、子会社等に対し事業の報告を求め、又はその業務及び財産の状況を調査しなければならない。
	
	
	


以下、「３　勘定科目別の留意事項」以降　略
第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　１　チェックリストの活用方法について





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　１　チェックリストの活用方法について





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　１　チェックリストの活用方法について





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　１　チェックリストの活用方法について





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（１）就任時の留意事項





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（２）期初の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（３）期中の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（３）期中の監査





５





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（３）期中の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（４）期末の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（４）期末の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（４）期末の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（４）期末の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（４）期末の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（４）期末の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（４）期末の監査





第２部　会計監査の実務―チェックリスト等


　２　チェックリスト　（５）随時の留意事項








